
１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　全市　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 　事務手数料条例の改正動向を見守る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　件数が少ないため職員が通常業務を行いながら対応したほうがコストを抑
えることができるため。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　農業委員会が発行する各種証明（許可済証明、基本台帳登載証明、農業従事者証明等）の交付事務に関し、１件当たり２００円の
手数料を徴収する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

(歳入）証明手数料

８２９－１８０２責任者 問い合わせ先佐藤　裕一

コード 150204 － 000
事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市事務手数料条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 農業委員会事務局　農業振興課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　各都市の１件当たり手数料は、横浜市：３００円、千葉市：３００円、川崎市：３
００円であり、本市の手数料は、関東指定都市の水準より安い。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 農業委員会事務局　農業振興課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

農業委員会等に関する法律　第２条

根拠法令 農業委員会等に関する法律　第３条

実施方法

妥当性

農業委員会運営事業

０４８－８２９－１８０５責任者 問い合わせ先佐藤　裕一

コード 11101001 － 001
農業委員会運営業務

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

農業委員会の運営に係る業務（会議、研修、委員報酬、表彰、農業委員会交付金、埼玉県農業会議負担金等）

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 農業委員会の運営に欠かせない業務であり、引き続きコスト削減に努めながら継続して実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　全市　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
農地流動化や農地法及び農業経営基盤強化促進法を補完するとともに、農業者への支援事業に欠くことができない重要な資料であ
る。引き続きコスト削減に努め、継続して実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 11101001 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

農業委員会等に関する法律　第２条

根拠法令 農地法第５２条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 農業委員会事務局　農業振興課

農業委員会運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

農地基本台帳整備業務

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１８０５責任者 問い合わせ先佐藤　裕一

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　全市　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

左記として判断した根拠

　事務改善

農家の家族構成、年間農業従事日数、農機具保有状況、耕作地状況等農業経営状況を把握し、農地の適正管理と農業振興に活
用するための台帳整備である。
　毎年、土地情報と宛名情報を活用し作成した調査表を農業委員補助員（農協支部長）を通じて各農家に配付し、記入・確認後、回
収・整理・電子化等を行い台帳として備え付ける。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 農業委員会事務局　農業振興課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 農業委員会法等に関する法律施行令第３条

実施方法

妥当性

農業委員会運営事業

０４８－８２９－１８０５責任者 問い合わせ先佐藤　裕一

コード 11101001 － 003
農業委員会委員選挙人名簿登載申請書受理・審査業務

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　農業委員会委員選挙人名簿は、選挙権を有する者（10ｱｰﾙ以上の農地の経営主と年間60日以上農業従事する同居の親族）の農
業委員会経由の申請に基づき、選挙管理委員会が毎年調製する。農業委員会は、該当者を農地基本台帳から抽出し、農業委員補
助員（農協支部長）が該当者へ配付、記入・確認後、回収・内容審査し、選挙管理委員会へ申請書を送付する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　農業委員の選挙権を行使するために選挙人名簿の調製は欠かせないので、選挙権を有する人の申請漏れがないように、情報誌「農
委だより」でさらに制度の周知に努め、継続して業務を実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　全市　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　農業者の高齢化が進行する中、インターネット等電子媒体情報は閲覧頻度が低い。紙媒体は、情報の提供と収集のための重要な手段
であり、引き続いて農業者の意向を反映した充実した紙面づくりに努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　農業関係の情報誌は、他部署では発行していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 11101001 － 004

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 農業委員会事務局　農業振興課

農業委員会運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

情報誌発行業務

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１８０５責任者 問い合わせ先佐藤　裕一

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（大宮市、浦和市のみ）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　農業者に農地の適正管理の啓発を行うとともに、タイムリーで的確な情報を
提供し、情報を収集することで、農地の有効利用と農業振興を促進すること
ができる。

左記として判断した根拠

　情報の提供は、農業委員会の責務であり、また、さいたま市の農業や農地
の情報を扱うので、市が実施する必要がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

　情報誌により、農地貸借等の情報の提供や収集を、市内各農家を対象に
直接行うことができ、農地貸借推進等の各種の業務を少ない経費で円滑に
実施することができる。

左記として判断した根拠

　委託する場合は、情報誌の配付業務を委託することとなるが、費用を比較し
たところ、現在の方法が廉価であるため。

　事務改善

　横浜市、千葉市、相模原市は、年4回発行している。川崎市は、市の農業振
興ｾﾝﾀｰが発行する情報誌（年3回）に情報を掲載している。

　市内農家及び農業関係者を対象に農業に関する情報を提供・収集し、地域農業の育成と農業者の意欲向上を図るとともに、農業
委員会活動を周知するため、情報誌「農委だより」を年３回（７月、１２月、３月）発行する。
　農業委員による編集委員会にて企画編集し、農業委員補助員を通し各農家に配付する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　台帳システムに世帯情報等個人情報を含んでいるため、他機関では実施
できない。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

横浜市以外は導入していない。

有効性

根拠

市民からの各種申請や問合せに迅速かつ的確に対応することができる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 農業委員会事務局　農業振興課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

農地情報利用効率化対策事業費補助金（埼玉県）

根拠法令

実施方法

妥当性

農業委員会運営事業

０４８－８２９－１８０５責任者 問い合わせ先佐藤　裕一

コード 11101001 － 005
農地・農家台帳システムGIS機能構築業務

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　農地情報の収集、整理、分析及び提供と各種農業振興施策を円滑に実施するため、「農地基本台帳システム」に地図情報システム
（H22情報政策課予算）を構築し、関連データを移行し、農地情報管理システムの構築を完了する。なお、地図情報システムデータの
保守管理は、農業振興課が行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　今後のシステムの運用と維持管理が円滑になされるよう、本年度のシステム構築にかかる仕様書をもれなく作成し、関連データをすべ
て移行する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

関係課の農業情報を共有、視覚化し、各課連携の下、農業振興施策を的確
かつ円滑に実施することにより、少ない経費でより多くの効果を生み出すこと
ができる。

左記として判断した根拠

　GIS機能構築は、民間委託により行う。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本市の他部署では、類似の台帳を保有していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　22　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

イ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 　特定財源の範囲で、除草委託を行うとともに、国有農地の管理は、農地法の規定に基づいて行うよう県と協議を始める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 11101001 － 006

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

農業経営基盤強化事業事務取扱費交付規程

根拠法令
農地法第45条
国有農地等の売払いに関する特別措置法

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 農業委員会事務局　農業振興課

農業委員会運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

国有農地管理業務

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１８０５責任者 問い合わせ先佐藤　裕一

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　全市　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ エ

左記として判断した根拠

　事務改善

　国有農地の管理は、農地法の規定で、県が行うものとされているが、県は農業経営基盤強化事業事務取扱費交付規程に基づき、
市町村に対し国有農地の管理に関する事務費を交付している。当委員会では、未貸付の国有農地の雑草除去業務（年４回）を委託
により行っている。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 農業委員会事務局　農業振興課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市手数料条例によるもの

根拠法令

農地法第3条・第4条・第5条
知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例（埼玉県）
市長と農業委員会との地方自治法第１８０条の２の規定に基づく
協議

実施方法

妥当性

農業委員会運営事業

０４８－８２９－１８０５責任者 問い合わせ先佐藤　裕一

コード 11101001 － 007
農地法第３条許可及び４・５条転用許可・届出受理業務

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　国内の農業生産の増大、食料の安定供給の確保及び耕作者の安定的な農業経営に資することを目的とし、農地法の規定に基づ
き、農地の権利移動（農地法第３条）及び農地を農地以外に転用すること（農地法第４条及び第５条）を規制することにより、農地の確
保とその有効利用を図る。なお、平成17年に知事の許可等の権限が移譲された。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 　当業務は法令に基づく業務であるため、今後も法の規定を遵守し業務を継続する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　全市　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 当業務は法令に基づく業務であるため、今後も法の規定を遵守し業務を継続する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 11101001 － 008

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

農地法第18条
知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例（埼玉県）
市長と農業委員会との地方自治法第１８０条の２の規定に基づく
協議

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 農業委員会事務局　農業振興課

農業委員会運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

農地法第18条賃貸借解約業務

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１８０５責任者 問い合わせ先佐藤　裕一

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　全市　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

左記として判断した根拠

　事務改善

耕作者の安定的な農業経営に資することを目的とし、農地法第18条の規定に基づき賃貸借の行われている農地について当事者双
方からの合意解約の通知について受理を行う。なお、平成17年に農地の賃貸借の解約等の知事許可権限が移譲された。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 農業委員会事務局　農業振興課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
農業経営基盤強化促進法第１３条
農業経営基盤強化促進法第１８条
地方自治法第１８０条の２の規定に基づく協議

実施方法

妥当性

農地利用集積実践事業

０４８－８２９－１８０５責任者 問い合わせ先佐藤　裕一

コード 11101501 － 000
農地利用集積実践事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　計画的に規模拡大や生産方式の改善、経営管理の合理化を進めていこうとする農業経営者に対して、利用権の設定により農地の
効率的な利用を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　利用集積（貸し借り）による農地の有効利用が遊休農地の解消と担い手育成対策の重要な方策のひとつであり、積極的に事業を推進
する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　全市　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　農業者年金基金からの受託事業収入の範囲で業務を行いつつ、農協も似たような業務を受託しているので、受託業務の見直しについ
て農業者年金基金に働きかける。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本年金と同様の公的年金はない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 11103001 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

農業者年金業務委託手数料（農業者年金業務）交付要綱

根拠法令

独立行政法人農業者年金基金法第10条
同法施行規則第85条
市長と農業委員会との地方自治法第１８０条の２の規定に基づく
協議

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 農業委員会事務局　農業振興課

農業者年金業務事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

農業者年金業務事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１８０５責任者 問い合わせ先佐藤　裕一

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　全市　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　農業者の生涯所得の充実を図り、農業を職業として選択し得る魅力あるも
のとするための公的年金制度である。

左記として判断した根拠

　独立行政法人農業者年金基金の業務の一部を受託している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

　受託事業収入の範囲で受託業務を行っている。

左記として判断した根拠

　業務の委託先は、法令で市町村と農協に限定されている。

　事務改善

　他市でも農業委員会が同様な業務を行っている。

市と農業者年金基金が、次の業務を農業委員会が行うことを条件（施行規則85条）に委託契約を結び（法10条）、農業委員会が市
から事務の委任を受け業務を行っている。
①　制度の周知と加入促進（窓口相談、情報誌への掲載等）　　②　加入申込や諸手続き（死亡届けや裁定請求書の事務処理）
③　現況届の農業者年金基金への送付

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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